
様式第１号－２ 

肝がん・重度肝硬変治療特別促進事業参加者証 

変更交付申請書 

ふ り が な 

参加者氏名 

 

 
生年月日  

明・大 

昭・平  年  月  日生 

住   所 

〒               （電話               ） 

 

 

受給者番号 
       参加者証の 

有効期間  

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

変更の理由

が生じた日 
  年  月  日 変更事項  

氏名 ・ 住所 ・ 加入医療保険 

７０歳到達 ・ 肝炎治療受給者証 

変

更

後

の

内

容 

（
変
更
が
あ
っ
た
箇
所
の
み
記
載
） 

氏  名  

住  所 
 

 

加  入 

医療保険 

保 険 種 別  協 ・ 組 ・ 共 ・ 国 ・ 後 

被保険者氏名  参加者との続柄  

保険者番号  記 号 ・ 番 号 
 

 

７０歳に 

達 し た 
適 用 区 分  

核酸アナログ製剤治療に係る肝

炎治療受給者証の交付の状況 

１．新規に受給者証の交付を受けた。 

２．治療を中止したため、受給者証を返還した。 

 

肝がん・重度肝硬変治療特別促進事業について説明を受け、本事業の趣旨を理解し、同意する

ので、肝がん・重度肝硬変治療特別促進事業参加者証の変更交付を申請します。 

 

申請者氏名                 

 

（押印不要、代理人の場合は代理人の氏名を記載）   

 

年  月  日 

 

山口県知事 様 
 

（注意）お持ちの参加者証とともに、変更後の内容を確認できる書類を添付してください。 

    （必要書類等については、裏面を御確認願います。） 



（裏面） 

１ 変更交付申請書の添付書類について 

 変更交付申請書の提出に際しては、お持ちの参加者証とともに、以下(1)～(4)のとおり、変更

後の内容を確認できる書類を添付してください。 

(1) 氏名の変更の場合 

・変更後の氏名が確認できる書類（戸籍謄本（抄本）、住民票（コピー不可）、運転免許証の写

し等） 

(2) 住所の変更の場合 

・変更後の住所が確認できる書類（住民票（コピー不可）、運転免許証の写し等） 

(3) 加入医療保険の変更の場合 

ア ７０歳未満の方 

①健康保険や国民健康保険等の公的医療保険の加入が確認できるものの写し 

②加入医療保険者への照会にかかる同意書（様式第９号） 

イ ７０歳以上かつ高額療養費の適用区分が「一般」以外の方 

①健康保険や国民健康保険等の公的医療保険の加入が確認できるものの写し 

②高齢受給者証に代わる一部負担金割合が確認できるものの写し 

（注意）７０歳以上の７５歳未満の方で、被保険者証と高齢受給者証が一体（兼用）でな

い場合に限り必要です。 

③加入医療保険者への照会にかかる同意書（様式第９号） 

ウ ７０歳以上かつ高額療養費の適用区分が「一般」の方 

①健康保険や国民健康保険等の公的医療保険の加入が確認できるものの写し 

②高齢受給者証に代わる一部負担金割合が確認できるものの写し 

（注意）７０歳以上の７５歳未満の方で、被保険者証と高齢受給者証が一体（兼用）でな

い場合に限り必要です。 

③世帯全員の市町民税課税年額（又は非課税）を証明する書類 

④世帯全員の住民票（コピー不可） 

⑤加入医療保険者への照会にかかる同意書（様式第９号） 

(4) ７０歳に達した場合 

①健康保険や国民健康保険等の公的医療保険の加入が確認できるものの写し 

②高齢受給者証に代わる一部負担金割合が確認できるものの写し 

（注意）被保険者証と高齢受給者証が一体（兼用）でない場合に限り必要です。 

(5) 核酸アナログ製剤治療に係る肝炎治療受給者証の交付の状況の変更の場合 

ア 新規に受給者証の交付を受けた方 

①申請月以前の24月以内の「肝炎治療自己負担限度月額管理票」の写し（受給者証と一体） 

イ 治療を中止したため、受給者証を返納した方 

①肝炎治療受給者証返還届の写し 
 
２ 変更交付申請から参加者証交付までの日数等について 

 (1) 氏名・住所の変更、７０歳到達、肝炎治療受給者証の交付の状況の変更の場合 

・申請の際、窓口で参加者証の記載内容を書き換え、即日交付します。 

 ※書類に不備等があった場合、後日の交付となる場合があります。 

 ※郵送で提出された場合、交付まで１週間程度かかることを御了承願います。 

 (2) 加入医療保険の変更の場合 

  ・保険者に高額療養費の適用区分を照会しますので、交付まで約１か月かかります。 

  ・保険者に照会した結果、この事業の対象外の適用区分であることが判明した場合、不認定の

通知を送付します。 


